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雇用促進住宅がいまも派遣労働者や東日本大震災の被災者を受け入れるなど「駆け込み寺」として大切な役割を果たしています。政府が新たな入居を受け入れながら、一方で「平成33年度までにすべての処理を完了する」との閣議決定を前提に、民間への売却と住民の退去を促進していることは矛盾しています。

入居者からは、「いま追い出されたらどこに行けばいいのか」という切実な声が上がっています。廃止を一方的に決められた住宅でコミュニティが破壊され、高齢者の「孤独死」や雨漏り・水漏れなどが続出しています。

「廃止」の方針が形骸化している閣議決定を見直し、国がホームレスをつくるのではなく希望する人はすべて住めるようにすべきです。現在の総戸数は12万1492戸です。そのうち現に入居されている戸数は、5万6905戸です。入居者数は、一戸当たり2～3人として10数万人です（2013年12月末現在）。全体として高齢化がすすんでいます。
東日本大震災が発生した直後の2011年3月12日、「東北地方太平洋沖地震による被害に伴う雇用促進住宅の取り扱いについて」という文書を出しています。
「雇用促進住宅を、被災者の当面の住居の場として提供し、関係機関と連絡・連携を取りつつ、被災者の支援に全面的な協力を行う」と、具体的な体制を指示しています。
このように、雇用促進住宅は「駆け込み寺」のような大切な役割を果たしています。平成20年（2008年）から昨年末までの間に、雇用促進住宅への新規入居戸数は４万４９６２戸で、そのうち東日本大震災の被災者は7668戸、派遣切りにあった人の「緊急一時入居」は9860戸です。現に、10万人以上が住んでおり、居住環境を整備し、安全で安心な住宅にしていくべきです。以上を踏まえて下記の要望を実施するよう求めるものです。
【要望事項】
１、2022年までに雇用促進住宅全てを廃止譲渡するという方針は撤回し、入居者の不安を取り除くとともに安心して住み続けられるようにすること。

２、深刻な雇用情勢のもと新たに住まいを求める人が増えています。廃止方針を見直し、大量にあいている空き部屋を活用し、家賃収入の増収を図ること。

３、外からの雨風が直接廊下や室内にあたらないよう外壁側にサッシの窓を設置するとともに、換気装置を設けること。

４、浴室にシャワーもなくトイレに換気扇もないなど老朽化が著しく、40数年も経過しており安全性などの点からも全面改修を行うこと。

５、入居者の高齢化や障害者でも安心して住み続けられるようエレベータを設置すること。
６、低所得者などに対する家賃の減免制度をもうけること。

７、やむなく退去する入居者に対する転居費用を補償すること。
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